
個人事業者の動向
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令和２年度税制改正大綱（抄）

第一 令和２年度税制改正の基本的考え方

４．経済社会の構造変化を踏まえた税制の見直し

（１）経済社会の構造変化を踏まえた個人所得課税のあり方

個人所得課税については、わが国の経済社会の構造変化を踏まえ、配偶者控除等の見直

し、給与所得控除・公的年金等控除・基礎控除の一体的な見直しなどの取組みを進めてき

ている。今後も、これまでの税制改正大綱に示された方針を踏まえ、働き方の多様化を含

む経済社会の構造変化への対応や所得再分配機能の回復の観点から、各種控除のあり方等

を検討する。また、適正な記帳の確保に向けた方策を講じつつ、事業所得等の適正な申告

に向けた取組みを進める。

令和元年12月12日
自 由 民 主 党
公 明 党
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事業者の記帳を巡る状況

今般のコロナ禍で顕在化した事業者の帳簿の課題

（抜粋）

• 一方、コロナ対応のための資金繰り支援（融資、助成

金等）において、前年同月比で売上減少が分かる帳

簿が必要とされたが、帳簿の未整備等により申請困

難な事業者からの相談が多く寄せられた。

→ 税理士の関与がなく、商工会議所等の記帳指導も受

けていない小規模事業者で、「税務申告のための帳

簿」にとどまる事業者が多い。

→ 月次決算など「経営状況を把握できる帳簿」の重要

性が改めて浮き彫りに。

クラウド会計ソフト導入支援を受けている事業者の反応

（記帳指導員から聴取）（抜粋）

• 今回のコロナ禍で急遽、融資が必要になったが、会計ソ

フトを導入していたため、金融機関に対して試算表や月

次決算などでタイムリーに出すことができ、融資相談をス

ムーズに行うことができた。

• 一人親方になったものの、夫婦共働きで奥さんは経理を

手伝ってくれず、帳簿のつけ方も分からなかったが、クラ

ウド会計アプリを使えば、空いている時間でスマホで作

業ができるので助かっている。

• インボイスのためといわれてもピンとこないが、帳簿をつ

けていれば有事の際に支援をきちんと受けられることの

メリットは大きい。

• モバイルPOSレジとクラウド会計システムを連動させたと

ころ、記帳や税務申告業務が大幅に削減され、業務が効

率化した。

→ クラウド会計導入先はリモートでの記帳指導が可能な

ため、記帳指導員の負担も大きく削減可能。

日本商工会議所 御説明資料（抜粋） （税制調査会 第１回納税環境整備に関する専門家会合（令和２年10月７日））
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個人事業者の記帳制度の概要

区 分
青色申告

白色申告
正規の簿記 簡易な簿記 現金主義

Ⅰ．申告者 青色申告承認申請書を提出した事業所得者

左記のうち現金主義の申請書
を提出した小規模事業所得者
（前々年分の所得が 300 万円
以下）

青色申告承認申請書を提出
していない事業所得者

Ⅱ．記帳義務

（１）作成すべき帳簿

仕訳帳

総勘定元帳

現金出納帳

経費帳

固定資産台帳

売掛帳、買掛帳

現金出納帳

経費帳

固定資産台帳

売上帳

経費帳

（２）貸借対照表（BS）
損益計算書（PL） BS及びPL PLのみ 収支明細書

Ⅲ．税制上の特典等

（１）青色申告特別控除

・65万円（e-Tax・電子帳簿）
・55万円（上記以外）

10万円 ―

（２）事業専従者控除等
＜青色事業専従者給与＞
・事前に提出された届出書に記載された金額の範囲内で必要経費に算入可

＜事業専従者控除＞

・配偶者 ：86万円

・それ以外：50万円

（３）純損失の繰越控除 〇

被災事業用資産の損失の
金額及び変動所得の金額の
計算上生じた損失の金額に
ついては、繰越控除が可能

（４）純損失の繰戻還付 〇 ×

 個人事業者の所得額が正しく計算・申告されるためには、納税者が正規の簿記で記帳を行い、所得額を資産項目から検証
できることが望ましい。ただし、小規模事業者の事務負担への配慮から、簡易な簿記等のほか白色申告も認められている。

 適正な記帳と申告を促すため、青色申告には様々な税制上の特典等が与えられている。
 青色申告に係る要件の遵守を担保するため、青色申告承認取消しの制度がある。

8


	スライド番号 5
	令和２年度税制改正大綱（抄）
	事業者の記帳を巡る状況
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10

